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Ⅰ　基本事項

Ⅱ　点検項目

3,890人 防護面積

三重県

　当漁港海岸の堤防は、昭和28年13号台風、昭和34年伊勢湾台風による被害
を契機として整備されたが、整備後46年が経過し施設の老朽化が進行すると
ともに、今後発生が危惧される地震に対する防護機能が不足しているため、
鋼矢板による地震対策や堤防・護岸の老朽化対策、突堤・養浜による浸食対
策を実施することで、高潮や高波等から背後地の生命・財産の防護を図る。

名称

防護人口

漁港海岸名
（地区名） 大淀漁港海岸

オイズギョコウカイガン
事業主体

１．地区概要

事後評価書（完了後の評価）

都道府県名 三重県

事業名 高潮対策事業海岸保全施設整備事業

関係市町村 明和町・伊勢市

１．費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化

 本事業では平成20年度に事前の評価を実施し、経済効果の妥当性について評価を行った。
実施にあたり施設整備延長等設計検討を行った結果、整備延長の増大が必要となったことか
ら事業費が増額となった。費用対効果分析の結果は、事業実施当時より減少しているが、
1.0を上回っており一定の効果発現が確認された。

　鋼矢板による地震対策や堤防・護岸の老朽化対策、突堤・養浜による浸食対策等、漁港全
体を一体的に整備することで高波や高潮等が堤内地に侵入することを防ぎ、家屋などの浸水
被害が防止され、住民の安全が確保された。また、現時点での費用対効果分析の結果は1.0
を上回っており、一定の効果発現が確認できる。

２．事業効果の発現状況

３．事業により整備された施設の管理状況

事業目的

2,388百万円 事業期間 平成21年度～平成29年度

　市町村により、施設の変状について定期的に点検を実施している。

　大淀漁港周辺におけるアカウミガメの上陸・産卵に影響を与えないように配慮した施工を
行ったところ、工事施工中においてもアカウミガメの上陸・産卵が確認できた。
　事業終了後の傾向としても、三重県全域、伊勢湾全域の状況と変わらない状態を維持して
いる。

４．事業実施による環境の変化

大淀漁港海岸

393ha

工種
堤防（改良）L=1,730m、護岸（改良）L=559m、胸壁（改良）L=127m、
陸閘（新設）2基、養浜1式、突堤（新設）1式

地区の特徴

　当漁港海岸は、伊勢湾沿岸中央部に位置し、比較的遠浅な海岸であり、背
後地は人家が密集している。また、海岸堤防の前浜には海水浴場、背後には
キャンプ場が存在する。加えて、アカウミガメが上陸・産卵する海岸として
役割を担っている。

２．事業概要

事業費
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Ⅲ　総合評価

５．社会経済情勢の変化

現時点の
Ｂ／Ｃ

6.51
※別紙「費用対効果分析
集計表」のとおり

平成20年評価時の
費用便益比Ｂ／Ｃ

　地域住民に対するソフト対策の周知、海岸の環境美化のためのごみ収集や除草を継続して
行う必要がある。事業実施の際は地域住民との意見交換や、教育機関等への工事見学会な
ど、事業の目的や施設の役割を発信する必要がある。

　背後地域では核家族化の影響により、人口が顕著に減少しているのに対して、世帯数が増
加傾向にある。

６．今後の課題

７．事業の投資効果が十分見込まれたか

　本事業は、老朽化した堤防施設の防護機能を満たすために、鋼矢板による地震対策や堤防・
護岸の老朽化対策、突堤・養浜による浸食対策を行うことで、高潮や高波から背後地の生命・
財産の防護を図ることを目的とする。漁港全体を一体的に整備することで高波や高潮等が堤内
地に侵入することを防ぎ、家屋などの浸水被害が防止され、住民の安全が確保された。
　このように、本事業により、当初想定していた地域住民の生命・財産への被害防止が図られ
たことから、事業の一定効果の発現が認められる。

7.82
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１　基本情報

２　評価項目

千円

千円

千円

千円

計（総便益額）　　　　　　Ｂ 千円

総費用額（現在価値化）　　Ｃ 千円

費用便益比　　　　　　　　Ｂ／Ｃ

３　事業効果のうち貨幣化が困難な効果

①家屋の浸水が防護されることによる住民の精神的苦痛や不安感が緩和される

②アカウミガメの上陸・産卵等の環境保全が図られる

③伝統行事の継続による地域振興への貢献

浸水防護便益

侵食防止便益

海岸環境保全便益・海岸利用便益

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

施設の耐用年数

便益額（現在価値化)

6.51

31,228,098

費用対効果分析集計表

都道府県名

事業名

漁港海岸名
（地区名）

大淀漁港海岸三重県

海岸保全施設設備事業
（高潮対策事業）

50年

4,794,455

31,228,098

便益の評価項
目及び便益額

評価項目



海岸保全施設整備事業 大淀漁港海岸 事業概要図 【整理番号17】

事業主体：三重県
主要工事計画：堤防（改良）1,730m

護岸（改良）559m
胸壁（改良）127m
陸閘（新設）2基
養浜1式
突堤（新設）1式

事業費：2,388百万円
事業期間：平成21年度～平成29年度

【凡例】
：堤防（改良）
：護岸（改良）
：胸壁（改良）
陸閘（新設）
：突堤（新設）
：養浜

堤防（改良）

養浜

護岸（改良）

胸壁（改良）
陸閘（新設）

突堤（新設）
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大淀漁港海岸の事業の効用に関する説明資料 

1. 大淀漁港海岸の概要 

（1） 地 域：三重県多気郡明和町⼤淀、伊勢市東⼤淀町 
（2） 受 益 ⾯ 積：393ha 
（3） 事 業 ⽬ 的： 当漁港海岸の堤防は、昭和 28 年 13 号台⾵、昭和 34 年伊勢湾台⾵による被害 

を契機として整備されたが、整備後 46 年が経過し施設の⽼朽化が進⾏するとと 
もに、今後発⽣が危惧される地震に対する防護機能が不⾜しているため、鋼⽮板 
による地震対策や堤防・護岸の⽼朽化対策、突堤・養浜による浸⾷対策を実施す 
ることで、⾼潮や⾼波等から背後地の⽣命・財産の防護を図る。 

（4） 主要⼯事計画：堤防（改良） L=1,730m 
護岸（改良） L=559m 
胸壁（改良）  L=127m 
陸閘（新設） 2 基  
養浜     1 式 
突堤（新設） 1 式 

（5） 事 業 費：2,388 百万円 
（6） ⼯ 期：平成 21 年度〜平成 29 年度 

2. 総費用総便益比の算定 

（1） 総費用総便益比の総括                          （単位：千円） 

区分 算定式 数値 備考 
総費⽤（現在価値化） ① 4,794,455 （2）総費⽤の総括 参照 
評価（事業期間+50 年）  59 年  
総便益額（現在価値化） ② 31,228,098 （3）総便益額の総括 参照 
総費⽤層総便益⽐ ③=②÷① 6.51  

 
（2） 総費用の総括                              （単位：千円） 

施設名 当該事業費 
① 

維持管理費 
② 

総費⽤ 
③=①+② 

堤防（改良）、護岸（改良）、胸壁（改良）、
陸閘（新設）、養浜、突堤（新設） 

4,470,892 323,563 4,794,455 

計 4,470,892 323,563 4,794,455 
 

（3） 総便益額の総括                             （単位：千円） 
効果項⽬ 年間効果額 効果の要因 

浸⽔防護便益 31,228,098 ⾼潮、波浪等による浸⽔から背後地の資産
等を守ることによる便益 

計 31,228,098  
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（4） 費用対効果分析 

① 総費用・便益算出表 
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3. 効果額の算定方法 

（1） 浸水防護便益 

○ 効果の考え⽅ 
浸⽔が予想される地域内が浸⽔した場合の家屋等⼀般資産被害額、公共⼟⽊施設被害額、公益

事業等被害額を算定する。 
 

○ 明和町・伊勢市の資産数量（市税概要（財政部）、市農業センサス、市漁業センサス） 
 家屋棟数           119,967 棟 
 世帯数            60,613 世帯 
 床⾯積          11,197,767 m2 
 家屋 1 棟当たりの床⾯積    93.340 m2／棟 
 家屋 1 棟当たりの世帯数     0.505 世帯／棟 
 農漁家数            3,048 ⼾ 
 事業所数            7,152 事業所 

 
○ ⼀般資産の資産評価額（各種資産評価単位及びデフレーター 治⽔経済調査マニュアル（案）

R6.6） 
 家屋資産額           204.4 千円／m2 
 家庭⽤品評価額        12,701 千円／世帯 
 農漁家償却資産評価額      2,214 千円／⼾ 
 農漁家在庫資産評価額       575 千円／⼾ 
 事業所償却資産評価額     29,905 千円／事業所 
 事業所在庫資産評価額     19,864 千円／事業所 
 

○ 被害施設数の算出 
⾼潮による⼀般資産被害率（表−１）を考慮し、浸⽔⾼別に⼀般資産（家屋、家庭⽤品（世帯

数）、農漁家、事業所）の被害施設数（表−２）を算出。 
     
    表−１ ⾼潮による⼀般資産被害率 

浸⽔深等の規模 
 
資産種類等 

床下浸⽔ 
床上浸⽔ 

50cm 
未満 

50〜
99cm 

100〜
199cm 

200〜
299cm 

300cm
以上 

家屋 0.059 0.263 0.391 0.655 1.000 1.000 
家庭⽤品 0.037 0.400 0.800 1.000 1.000 1.000 

事業所 
償却資産 0.065 0.355 0.745 1.000 1.000 1.000 
在庫資産 0.053 0.367 0.660 1.000 1.000 1.000 

農漁家 
償却資産 0 0.136 0.425 0.676 1.000 1.000 
在庫資産 0 0.290 0.876 1.000 1.000 1.000 
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表−２ 被害施設数 
資産項⽬ 確率年 

10 年 20 年 30 年 
家屋数（棟数） 23 30 32 
世帯数（世帯） 12 15 16 
農漁家数（⼾） 1 1 1 

事業所数（事業所） 1 2 2 
農地（m2） 820,000 812,500 987,500 

 
○ 年間標準便益額の算定 

表−３ ⼀般資産の確率外⼒ごとの被害額 
（単位：百万円）          

資産項⽬ 確率年 
10 年 20 年 30 年 

家屋 26 34 36 
家庭⽤品 5 7 8 
農漁家 0 0 0 
事業所 4 5 6 
農作物 717 711 864 

計 753 757 913 
 
表−４ ⼀般資産の年平均被害軽減額 

（単位：百万円）    

確率年毎の
対象流量
QI(m3) 

確率年 
QI〜QI+1
の年平均確

⽴ 
想定被害額 

QI〜QI+1
の平均想定

被害額 

QI〜QI+1
の年平均被

害額 

対象流量
までの年
平均被害
軽減額 

0 1  0    
242,687 1/10 0.90000 753 376 339 339 
320,708 1/20 0.05000 757 755 38 376 
452,752 1/30 0.01667 913 835 14 390 
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表−５ 年間標準便益額 
（単位：百万円）           

⼀般資産被害額 390.34 
公共⼟⽊被害額（⼀般資産の 1.8） 702.62 
公益事業等被害額（⼀般資産の 0.03） 11.71 
合計 1,104.67 

 
※公共⼟⽊被害額及び公益事業被害額の係数は、「海岸事業の費⽤便益分析指針（改訂版）R6.2」
による。 
 
※単位未満の数値を端数処理しているため、各項⽬の合計値等が⼀致しない場合がある。 
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